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斉藤俊吉 関東建設廃棄物協同組合専務理事 
小池 剛 国土交通省大臣官房技術調査課建設コスト管理企画室長 
高橋総一 国土交通省大臣官房公共事業調査室長（第 1回まで） 
中野則夫 国土交通省大臣官房公共事業調査室長（第 2回より） 
西村好文 国土交通省大臣官房官庁営繕部設備環境課営繕環境対策室長 
柳橋則夫 国土交通省総合政策局事業総括調整官室建設副産物企画官（第 1回まで） 
野田 勝 国土交通省総合政策局事業総括調整官室建設副産物企画官（第 2回より） 
牧 哲史 国土交通省総合政策局建設業課建設業技術企画官 
白井清広 国土交通省土地・水資源局土地政策課宅地整備調整官（第 1回まで） 
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金尾健司 国土交通省河川局治水課河川整備調整官 
石川雄一 国土交通省道路局国道・防災課国道事業調整官（第 1回まで） 
増田博行 国土交通省道路局国道・防災課国道事業調整官（第 2回より） 
瀬良智機 国土交通省住宅局住宅生産課建築生産技術企画官 
高橋浩二 国土交通省港湾局建設課建設企画室長（第 1回まで） 
松原 裕 国土交通省港湾局建設課建設企画室長（第 2回より） 
坂 克人 国土交通省航空局飛行場部建設課空港安全技術企画官 
鈴木義文 国土交通省鉄道局施設課環境対策室長（第 1回まで） 
鈴木節雄 国土交通省鉄道局施設課環境対策室長（第 2回より） 
岡部和憲 国土交通省北海道局参事官付企画調整官 
小林 勲 国土交通省関東地方整備局企画部技術開発調整官 
大下武志 （独）土木研究所技術推進本部主席研究員 
服部修一 （独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構工務部工務第一課長 
渡部要一 （独）港湾空港技術研究所地盤・構造部土質研究室長 
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建設汚泥処理土の要求品質基準 
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        適用用途 道路用盛土 河川築堤 土地造成 

区分 

工作物の 

埋戻し 

建築物の 

埋戻し※1 

土木構造物 

の裏込め 路床 路体 高規格堤防 一般堤防 宅地造成 公園・緑地造

成 

鉄道盛土 空港盛土 水面埋立※2 

  評

価
留意事項 

評 

価 
留意事項

評

価
留意事項

評

価
留意事項

評

価
留意事項

評

価
留意事項 

評

価 
留意事項

評

価
留意事項

評

価
留意事項

評

価
留意事項

評

価
留意事項

評

価
留意事項 

第 1種処理土 
最大粒径注
意 

最大粒径
注意 

（焼成処理・ 
高度安定処理） 

礫混入量注
意 

礫混入量
注意 

透水性注意   
  

◎ 最大粒径 
注意 

◎ 最大粒径
注意 

◎ 最大粒径
注意 

◎ 最大粒径
注意 

◎ 最大粒径
注意 

◎

表層利用注
意 

○  ◎
表層利用
注意 
 

◎表層利用
注意 
◎最大粒径
注意 
◎最大粒径
注意 
◎淡水域利
用注意 

処理土 ◎
細粒分 
含有率 
注意 

◎  ◎
細粒分 
含有率 
注意 

◎  ◎  ◎ 粒度分布注意 ◎ 粒度分布注意 ◎  ◎  ◎  ◎ ◎粒度分布注意 第 2 種 
処理土 

改良土 ◎  ◎ 表層利用
注意 

◎  ◎  ◎  ◎ 表層利用注
意 

◎ 表層利用
注意 

◎表層利用
注意 

◎表層利用
注意 
◎  ◎ ◎淡水域利

用注意 

施工機械の
選定注意 

施工機械
の選定注
意 処理土 ○  ◎ 

施工機械
の 
選定注意

○  ○  ◎
施工機械
の 
選定注意

◎
粒度分布注
意 

◎ 
粒度分布
注意 

◎
施工機械
の選定注
意 

◎
施工機械
の選定注
意 
○  ◎

施工機械
の選定注
意 
◎  

施工機械の
選定注意 

施工機械
の選定注
意 

施工機械
の選定注
意 

施工機械
の選定注
意 

第 3 種 
処理土 

改良土 ○  ◎ 

施工機械
の 
選定注意
表層利用
注意 

○  ○  ◎
施工機械
の 
選定注意

◎
表層利用注
意 

◎ 
表層利用
注意 

◎
表層利用
注意 

◎
表層利用
注意 

○  ◎
施工機械
の選定注
意 
◎淡水域利用注意 

処理土 △  ○  △  △  ○  ○  ○  ○  ○  △  ○  ◎  
第 4種 
処理土 改良土 △  ○  △  △  ○  ○  ○  ○  ○  △  ○  ◎淡水域利用注意 

本表に例示のない適用用途に建設汚泥処理土を使用する場合は、本表に例示された適用用途の中で類似するものを準用する。 
※1 建築物の埋戻し：一定の強度が必要な埋戻しの場合は、工作物の埋戻しを準用する。 
※2 水面埋立：水面上へ土砂等が出た後については、利用目的別の留意点（地盤改良、締め固め等）を別途考慮する必要がある。 
注：処理土：建設汚泥を処理したもの。 
改良土：処理土のうち、安定処理等を行ったもの。 
凡例：[評価] 
 ◎：そのままで利用が可能なもの。留意事項に使用時の注意を示した。 
 ○：適切な処理方法（含水比低下、粒度調整、機能付加、安定処理等）を行なえば使用可能なもの。 
 △：評価が○のものと比較して、土質改良にコストおよび時間が必要なもの。 
土質改良の定義 
 含水比低下：水切り、天日乾燥等を用いて含水比の低下を図ることにより利用可能となるもの。 
 粒度調整 ：利用場所や目的によっては細粒分あるいは粗粒分の付加やふるい選別を行なうことで利用可能となるもの。 
 機能付加 ：固化材、水や軽量材等を混合することにより処理土に流動性、軽量性などの付加価値をつけることにより利用可能となるもの。 
 安定処理等：セメントや石灰による化学的安定処理や高分子系や無機材料による土中水分の固定を主目的とした改良材による土質改良を行うことにより利用可能となるもの。 
留意事項 
 最大粒径注意   ：利用用途先の材料の最大粒径、または 1層の仕上がり厚さが規定されているもの。 
 細粒分含有率注意 ：利用用途先の材料の細粒分含有率の範囲が規定されているもの。 
 礫混入率注意   ：利用用途先の礫混入率が規定されているもの。 
 粒度分布注意   ：液状化や土粒子の流出などの点で問題があり、利用場所や目的によっては粒度分布に注意を要するもの。又は利用用途により粒度分布の範囲の規定があるもの。 
 透水性注意    ：透水性が高いため、難透水性が要求される部位への利用は適さないもの。 
 表層利用注意   ：表面への露出などで植生や築造等に影響を及ぼす恐れのあるもの。 
 施工機械の選定注意：過転圧などの点で問題があるため，締固め等の施工機械の接地圧に注意を要するもの。 
 淡水域利用注意  ：淡水域に利用する場合，水域の pH が上昇する可能性があり，注意を要するもの。 
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路床 路体 高規格堤防 一般堤防 宅地造成 公園・緑地造成

最大粒径 ５０ｍｍ以下 １００mm以下 （１００mm以下） － － 100mm以下 (150mm以下)
100mm以下
（転石３００mm以下）

－ 300ｍｍ程度 - －

粒度 Fｃ：２５％以下 －
（砂礫分以下：２５％
以上）
（Fｃ：２５％以下）

－ －
φ37.5mm以上の混入
率４０％以下

（Fc＝１５～５０％）
φ37.5mm以上の混入
率４０％以下

－ － － －

コンシステン
シー

－ － （PI：１０以下） － － － － － － － - －

強度 規定のCBR以上
通常の施工性が確保
できるもの

圧縮性の小さい材料 規定のCBR以上 － ｑｃ：４００ｋN/ｍ２以上 －
ｑｃ：４００ｋN/m2
場合により
ｑｃ：２００ｋＮ/m2

－
上部盛土について
Ｋ30≧70ＭＮ／m3

- －

施工
含水比

監督員の指示 －
最適含水比とDc90％
の得られる湿潤側の
含水比の範囲

最適含水比とDc90％
の得られる湿潤側の
含水比の範囲

最適含水比とDc90％
の得られる湿潤側の
含水比の範囲

最適含水比より湿潤
側で、規定の乾燥密
度が得られる範囲

Dc：９０％以上の締固
め度が得られる湿潤
側の含水比の範囲

最適含水比に近い状
態

－
Ｄｃ90％以上が得られ
る範囲

最適含水比付近 －

締固め度 Dc：９０％以上 － Dｃ：９０～95％以上 Dｃ：９０～95％以上 Dc：９０％以上

ＲＩ計器：
　締固め度平均値
　Ｄｃ：９０％以上
砂置換法：
　締固め度最大値
　Ｄｃ：８５％以上

平均締固め度：
　Dc ：９０％以上
締固め度最低値
　Dc：８０％以上

RI計器：
　Dc：８７％以上
砂置換法：
　Va：１５％以下

－ Ｄｃ90～95％以上 90％以上 －

空気間隙率
または
飽和度

－ － － －

粘性土
　Va：１０％以下
　Sｒ：８５％以上
砂質土
　Va：１５％以下

粘性土
　Ｖａ＝２～１０％
　Ｓｒ＝８５～９５％
砂質土
　Ｖa：１５％以下

粘性土
　Ｖａ＝２～１０％
　Ｓｒ＝８５～９５％
砂質土
　Ｖa：１５％以下

RI計器：
　Va：13％以下
砂置換法：
　Va：15％以下

－
粘性土
　Ｖａ≦10～15％

Ｓｒ＝85～95％
Ｖａ＝1～10％

－

1層の
仕上り厚さ

３０ｃｍ
路床部
20cm以下

３０ｃｍ以下 ２０ｃｍ以下 ２０ｃｍ以下 ３０ｃｍ以下 ３０ｃｍ以下 ３０ｃｍ以下
まき出し厚さ
３０～５０cm

－ 30ｃｍ程度

一般的な土工：30cm
以下
空港高盛土等：試験
施工の成果を設計・
施工に反映させるも
のとし、
まきだし厚さ、土砂：
10～50cm、軟岩：30
～50cm、硬岩：最大
粒径の1.5倍程度ただ
し1m以下

－

その他 － － － － － ｑｃ：４００ｋＮ/ｍ２以上 － － － － － －

建設省：
「建設省総合技術開
発プロジェクト建設事
業への廃棄物利用技
術の開発報告書」，昭
和６１年３月
社団法人日本道路協
会：
「道路土工－カル
バート工指針」,平成
11年３月

社団法人 公共建築
協会：
「公共建築工事標準
仕様書平成16年版」
平成１６年３月
「建築工事監理指針
平成16年版」平成１７
年３月

社団法人日本道路協
会：
「道路土工－施工指
針　改訂版」,昭和６１
年１１月

社団法人日本道路協
会：
「道路土工－施工指
針　改訂版」,昭和６１
年１１月

社団法人日本道路協
会：
「道路土工－施工指
針　改訂版」,昭和６１
年１１月

財団法人リバーフロ
ント整備センター：
「高規格堤防盛土設
計・施工マニュアル」,
平成１２年３月

財団法人国土開発技
術研究センター：
「河川土工マニュア
ル」,平成５年６月

都市機構「基盤整備
工事共通仕様書施工
関係基準」平成１６年
７月

－

運輸省鉄道局監修
鉄道総合技術研究所
編鉄道構造物等設計
標準・同解説　土構造
物　平成４年１０月

財団法人港湾空港建
設技術サービスセン
ター「空港土木工事共
通仕様書」，平成16年
4月
財団法人港湾空港建
設技術サービスセン
ター「空港土木施設施
工要領」，平成11年9
月

社団法人日本港湾協
会
港湾の施設の技術上
の基準・同解説

施設等の特性により
必要な諸元を選定す
る。

施設等の特性により
必要な諸元を選定す
る。

施設等の特性により
必要な諸元を選定す
る。

施設等の特性により
必要な諸元を選定す
る。

※）実際の適用にあたっては、利用側で定められている諸基準等にしたがうこと。なお、RI計器とは、放射性同位元素(redioisotope,RI）を利用して土の湿潤密度および含水量を測定するための計器である。
凡例　　Fc:細粒分含有率　PI：粘性指数　ｑｃ：コーン指数　Dc：締固め度　Dc ：平均締固め度　Va：空気間隙率　Sr：飽和度　－：特に規定なし　（）：望ましい値

備　考

用
途
ご
と
の
要
求
品
質

用途

基準等

材
料
規
定

施
工
管
理
規
定

 建設汚泥処理土の利用用途ごとの要求品質
土地造成

工作物の埋戻し 土木構造物の裏込め

道路用盛土

鉄道盛土 水面埋立

河川築堤

建築物の埋戻し 空港盛土

別添２－２

jr00278
4



 

 
市販品の要求品質基準 
 
 

 

別添 3-1 利用用途ごとの要求品質その１（スラリー化安定処理土）    6 

別添 3-2 利用用途ごとの要求品質その２（路盤材）      7 

別添 3-3 利用用途ごとの要求品質その３（れんが・ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞﾌﾞﾛｯｸ）   8 
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利用用途ごとの要求品質その１（スラリー化安定処理土） 
 

表 スラリー化安定処理土の用途別品質基準 
  

別添３－１ 
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上層路盤材料の品質規格 下層路盤材料の品質規格

修正CBR８０％以上、PI４以下 ----

修正CBR８０％以上 ----

修正CBR８０％以上
一軸圧縮強さ[14日]1.2MPa以上

----

アスファルト舗装の場合：
　一軸圧縮強さ[７日]2.9MPa
コンクリート舗装の場合：
　一軸圧縮強さ[7日]2.0MPa

一軸圧縮強さ[7日]0.98MPa

一軸圧縮強さ[10日]　0.98MPa

アスファルト舗装の場合：
　一軸圧縮強さ[10日間]0.7MPa
コンクリート舗装の場合：
　一軸圧縮強さ[10日間]0.5MPa

加熱混合
安定度　3.43ｋN以上
フロー値　10～40（1/100cm）
間隙率　3～12％

----

常温混合
安定度　2.45ｋN以上
フロー値　10～40(1/100cm)
間隙率　3～12％

----

セメント瀝青安定処理
一軸圧縮強さ　1.5～2.9MPa
一次変位量　5～30(1/100cm)
残留強度率　65％以上

----

粒状路盤 ----

修正CBR20％以上(クラッシャラン
鉄鋼スラグは修正CBR30％以上）
PI６以下(PIは鉄鋼スラグには適用
しない)

基準等

セメント安定処理

[注１]上層路盤材の瀝青安定処理において、骨材の事情などからフロー値10～40（１/100cm)の確
保が困難な場合、大型車交通量(舗装計画交通量）が1000台/日・一方向未満の場合は、フロー値
の上限を50（１/100cm）としてもよい。

社団法人日本道路協会：
｢舗装施工便覧｣,平成13年12月

瀝
青
安
定
処
理

石灰安定処理

水硬性粒度調整鉄鋼スラグ

利用用途ごとの要求品質その２（路盤材）

粒度調整鉄鋼スラグ

粒度調整

工法

別添３－２
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利用用途ごとの要求品質その３（れんが・ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞﾌﾞﾛｯｸ） 
 

１． 普通れんが（ＪＩＳ Ｒ １２５０） 
 
（１）外観：使用上有害なき裂及びきずがないものとする。 
（２）寸法：               単位：㎜ 

 長さ 幅 厚さ 
寸法 210 100 60 
 許容差 ±5.0 ±.3.0 ±2.5 

（３）品質 
 2種 ３種 ４種 
吸水率％ 15以下 13以下 10以下 
圧縮強さN/㎜ 2 15.0以上 20.0以上 30.0以上 

 
２．インターロッキングブロック 
２－１ 歩道等の舗装用インターロッキングブロック 
  （「ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞﾌﾞﾛｯｸ舗装設計施工要領」平成 12 年７月 （社）ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞﾌﾞﾛｯｸ舗装技術協会） 

（１）外観：インターロッキングブロックは、きず、ひび割れ、欠け、変形などが

あってはならない。 
（２）品質 

種 類 設計交通量の区分 項 目 規 格 値 
寸法（幅、長さ） ±2.5㎜以内 
厚さ ±2.5㎜以内 普 通 

車道（Ⅰ～Ⅴ） 
駐車場 
歩 道 強度（曲げ強度） 5.0MPa以上 

寸法（幅、長さ） ±2.5㎜以内 
厚さ －1～+4mm以内 
強度（曲げ強度） 3.0MPa以上 透水性 歩 道 

透水係数 1.0×10-2cm/sec以上 
寸法（幅、長さ） ±2.5㎜以内 
厚さ ±2.5㎜以内 植生用 駐車場 

歩 道 
強度（曲げ強度） 4.0MPa以上 
寸法（幅、長さ） ±2.5㎜以内 
厚さ ±2.5㎜以内 

視 覚 
障害用 
誘導用 

歩 道 
強度（曲げ強度） 5.0MPa以上 

   注：(1)すべり抵抗値（BPN 値）は、車道及び駐車場では 60 以上、歩道では 40
以上とする。 

(2)ブロックの形状その他の理由により、曲げ強度試験ができない場合は、
コアによる圧縮試験を行う。規格値は、普通および視覚障害者誘導用は

32.0MPa以上、透水性は 17.0MPa以上とする。 

別添３－３ 
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２－２ 建築工事用インターロッキングブロック 
（JASS7M-101「建築工事標準仕様書・同解説 JASS7 メーソンリー工事」1988 年４月、日本建築学会） 
（１） 外観 
インターロッキングブロックは、使用上有害なきず、ひび割れ、欠け、変形

などがあってはならない。 
（２） 形状 
インターロッキングブロックの形状は付図により、長方形、正方形、小正方

形、六角形、八角形、その他及び植生用に区分する。 
（３）寸法の許容差 

（単位:mm） 

材質 種  類 
ｌ：

長さ 
W： 
幅 
ｄ： 
厚さ 

普通インターロッキングブロック 
植生用インターロッキングブロック 
視覚障害者誘導用インターロッキングブロック 

±3 ±3 ±3 
コ
ン
ク
リ
ー
ト 透水性インターロッキングブロック ±3 ±3 

－1
～+5 

れ
ん
が 

普通インターロッキングブロック 
透水性インターロッキングブロック 
植生用インターロッキングブロック 
視覚障害者誘導用インターロッキングブロック 

±5 ±3 ±3 

 
（４）強度 
      インターロッキングブロックの強度 

種   類 曲げ強度 
N/mm2 

圧縮強度 
N/mm2 

普通、視覚障害者誘導用 5.0 32.0 
透水性 3.0 17.0 
植生用 4.0 － 

注：ブロックの形状その他の理由により、曲げ強度試験がで

きない場合は、コアによる圧縮強度試験を行う。 
（５）透水性 
  透水性インターロッキングブロックの透水係数 1.0ｘ10-2cm/sec 以上 
  

jr00278
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利用用途ごとの要求品質その４（軽量骨材）JIS A5002 

 
（１） 一般的品質 
 軽量骨材は、コンクリートの品質に悪影響を及ぼす物質を有害量含んではならな

い。 
 
（２）化学成分及び物理・化学的性質 
 

表 化学成分及び物理・化学的性質 
項目 人工軽量骨材 

強熱減量 ％ １以下 
酸 化 カ ル シ ウ

ム ％ 
－ 

三酸化硫黄 ％ 0.5以下 

化学成分 

塩化物 ％ 0.01以下 
有機不純物 試験溶液の色が標準色

液又は色見本より淡い 
安 定 性 ( 骨 材 の 損 失 質 量 分
率) ％ 

－ 

粘土塊量 ％ １以下 
細骨材の微粒分量 ％ 10以下 

 
（２）粒度及び粗粒率 

表 軽量粗骨材の粒度 
ふるいの呼び寸法 
ふるいを通るものの質量分率 ％ 

骨材の種類 粒 の 大

き さ の

範 囲 
mm 

25 20 15 10 5 

人工軽量骨材 15～５ － 100 90～100 40～70 0～15 
 

表 軽量細骨材の粒度 
ふるいの呼び寸法 
ふるいを通るものの質量分率 ％ 

骨材の種類 粒 の 大

き さ の

範 囲 
mm 

10 5 2.5 1.2 0.6 0.3 0.15 

５以下 100 90～
100 

75～
100 

50～
90 

25～
65 

15～
40 

5～20 

人工軽量骨材 
５～0.3 100 90～

100 
30～
90 

5～60 0～35 0～20 0～10 
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